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2A4 先進国における 科学技術政策推進体制について 

0 藤夫健姉 ( 東工大経営工学 ) 

1 . はじめに 

2 0 0 1 年の行政組織の 見直しを目標とする 我が国の行政改革においては、 科 

学技術政策の 推進について、 ①総合科学技術会議の 創設、 ②科学技術庁と 文部省 

の 統合による教育科学技術省の 設置及び③国立の 研究機関を独立行政法人化が 行 

政改革基本法で 決まっている。 

このように大きなフレームワークは 決まったものの、 具体的な業務、 組織体制 

等については、 これから議論されることとなる。 本 レポートにおいては、 今後の 

議論に資するため、 先進各国の科学技術政策の 推進体制を中央省庁と 研究所の関 

係を踏まえっ つ 整理してみた。 

D . 先進国の科学技術政策推進体制 

本 レポートにおいては、 先進国の科学技術政策推進体制を 

①産業政策関連省庁が 科学技術政策の 中心となっている 国 ( イギリス、 オ一 

ストラリア、 アメリカ合衆国、 カナダ ) 及び 

②教育・科学技術関連省庁が 科学技術政策の 中心となっている 国 ( フランス   

ドイツ、 ニュージー ランド ) 

に 分類し、 先進各国における 科学技術行政官庁の 体制、 国立研究機関の 位置づ 

けを整理してみた。 ( 注 : なお、 ここでい う 科学技術政策の 中心とは、 研究開発 

の 大半を実施している、 科学技術政策関連の 審議会等を通じ 政府施策のとりまと 

めを行う等科学技術政策の 推進において 主要なポジションを 占めるものを 指して 

いる。 ) 

p)  産業政策関連省庁が 科学技術政策の 中 心 と なっている同 l   
[ イギリス ] 

1 . 行政府の体制 

0 貿易産業者は、 通産省と同様、 通商・貿易政策と 産業政策の両面を 担当し、 ま 

た 、 各省庁の科学技術政策に 関する調整を 行っている。 ( 同省は、 政府の研究 

予算の優先順位付けへの 助言を首相に 対して行 う 科学技術評議会 (CST) が属す 

る 「科学技術政策局 (Office  of  Science  and  Technology) 」 を有する。 
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0 研究協議会は 従来、 教育科学 省 ( 現在の教育雇用者 ) に属していたが、 9 2 年 

に、 内閣府に設立された 科学技術政策の 調整部門 ( 科学技術政策局 ) に移管さ 

れた。 さらに同局は 9 5 午に貿易産業省に 移管され、 併せて研究協議会も 移管 

された。 

2 . 国立研究所 

0  エージェンシー 化 

政府業務の効率化を 一層改善し、 国に一層の利益をもたらすことを 目的とし 

て、 8 8 年より、 各政府機関の 将来のあ り方として、 ①統廃合、 ②民営化、 又 

は ③国有で民間に 運営を委託を 想定した "The  Next  Steps  Program" が開始され 

た。 本 プロバラムに 基づき現業政府機関は、 Exective  Aeency  (EA) と呼ばれる 

従来よりも大きな 経営の自由度 ( 財務、 幹部の給与・ 人事 ) と収益向上のイン 

センティブが 与えられ独立性が 強い組織に移行した。 この EA は、 通常 5 年間の 

試行期間の間に 業績改善等の 検討が行われ、 その検討結果を 受けて以上の 3 つ 

の中で最も望ましい 処置が決定されることになった。 ( 本 プロバラムでは 民営 

化が最も望ましいとされている。 ) 

EA は、 依然として政府機関の 一部であ り、 職員の身分も 従来と同様の 公務員 

であ るが、 民間 ュ 一ザ 一 へのサービス 提供業務とそれに 伴 う 収入をより念頭に 

おいており、 実務を委託する 所管省庁担当部局との 間にもこの受注関係を 導入 

し 、 契約のもと対価支払が 行われる。 

なお、 民営化された 研究者の身分は、 公務員ではないが、 法律上、 給与、 終 

身 雇用等人事面において 公務員と同等のものが 規定されている。 

( 参考 : 機関の F,A 試行期間 ( 5 年 ) 後の検討の結果の 例 )   

  AEA Technology ( ェネ、 ルギー技術・ 環境技術 ) : 民営化 

・ National  Physical  Laboratory(NPL)  ( 度量衡 )  : 国有契約業者運営 

・ National  Weights  and  Measures  Laboratory  ( 重量・計量 )  : ㌃ゾル 卜 残留 

・ Laboratory  of  the  Government  Chemist ㏄ GO)  ( 化学分析 )      民営化 

・ National  Engineering  Laboratory(NE し )  (T  学 )  : 民営化 

・ Transport  Research  Laboratory  ( 運輸技術 )  : 民営化 

[ オーストラリア ] 

1 . 行政府の体制 

0 産業・科学・ 観光 省 (DlST) が科学技術政策の 調整等を行 う 。 DIST には 9 6 年 1 

0 月に、 首相が議長であ り、 政府の科学技術政策について 諮問を受ける 首相 科 

半工学諮問委員会が 内閣府より移管されている。 
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2 . 国立研究所 

，国立研究機関には、 機関・研究所及び 公社の形態があ る。 

  中でも、 連邦科学産業研究機関 (CSIRO) は、 豪州最大規模の 研究機関であ り、 D 

TST に所属している。 ( 予算においては 軍事を除く連邦政府研究開発予算の 6 

0 % を占める (96/97) 。 核 、 海洋、 軍事、 エネルギー技術を 除いた基礎研究会 

般を実施。 ) 

，公社は、 政府 ( 一次産業・ ェ ネルギ一省のみ ) 5 0% . 民間 5 0% の出資とな 

っており、 政府から独立した 外部機関となっている。 

[ 米国 1 

1 . 行政府の体制 

0 科学技術研究開発は、 国防省、 国立衛生研究所 (NIH) 、 ェ ネルギ一省、 科学財団、 

商務省、 農務 省等 が各省で推進している。 商務省には、 8 8 年に技術庁が 設置 

されており、 傘下の国家標準研究院 (NIST) の成果の民間への 普及、 政府の技術 

情報の提供   民間研究開発支援プロバラムの 推進等を行っている。 

0 大統領府には、 政府全体の科学技術政策の 調整、 予算に関して 大統領にアドバ 

イスを行 う 科学技術政策局 (OSTP) (4 0 名程度 ) 及び科学技術政策の 方向付け 

な 行 う 大統領国家科学技術会議 (NsTc) ( 9 3 年設置 ) があ る。 

2 . 国立研究所 

米国の国立研究所は 運営の形態から 以下の 2  つに 分類される。 

0  G  0  G  0  (Government-owned,Government-operated) 

土地、 建物、 研究施設を政府が 所有し、 政府が運営する 研究機関。 N I S T ( 国 

家 標準研究院 ) 、 N I H 傘下の研究所、 地質調査所等があ る。 

国立研究所予算の 2 / 3 を占め、 研究者は公務員の 身分。 

0  G  0  C  0  (Government-owned,Contractor-operated) 

G  0  C  0  の歴史は古く、 原爆開発のマンハッタン 計画において 政府の研究者 

が 不足した際、 大学に研究所を 創設し、 研究を推進したことに 端を発する。 こ 

の ょう に G 0 C 0 は、 G 0 G 0 が組織変更されたものではなく、 そもそも G 0 

c 0 として創設されている。 

政府所有・契約者運営。 受託者は大学や 企業の共同体であ ることが多い。 

委託は 5 年以上。 ただし、 成績不良の場合は 委託 先 変更もあ り得る   

ェネ、 ルギ一省 (D O E ) 傘下の研究所等、 8 省庁で 4 0 の研究所。 

研究者は公務員ではなく、 その委託先に 属する ( つまり民間人 ) 。 
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[ カナダ ] 

1 . 行政府の体制 

0 産業省が科学技術担当のセクションを 有 しており、 他省庁との調整等を 行 う   

2 . 国立研究所 

0 各省庁とも直轄の 研究所をいくつかの 州に点在して 持っている。 中でも、 産業 

省の下の国家研究評議会 (NR りは、 工業技術院的な 役割を果たしており、 傘下に 
は 、 バイオ、 情報、 建築、 製造等 6 つの研究グループ、 1 8 研究所があ る。 そ 

の他、 環境庁、 天然資源省も 関連分野の研究所を 同等類有している。 

K2)  教育・科学技術関連省庁が 科学技術政策の 中 心 と なっている 回 
[ フランス ] 

1 . 行政府の体制 ( 9 8 年 1 月時点 ) 

0 政府の科学技術政策の 諮問を受ける 研究技術高等審議会の 事務局であ る国民 教 

育 ・高等教育・ 研究者が、 教育及び科学技術を 所管するとともに、 科学技術政 

策の総合的調整を 行っている。 大部分の国立研究所は、 国民教育・高等教育・ 

研究者が各省庁との 共管等の形で 管轄している   

2 . 国立研究所 

0 各省庁がそれぞれ 直轄の研究所を 持っているが、 中でも国民教育・ 高等教育・ 

研究者に属しフランス 最大の研究機関であ る国立科学研究センター (CNRS) は 、 

全土に傘下研究所・ 地域事務所を 有している。 ( 国立科学研究センター : 直轄 

研究所 325 、 協力関係にあ る研究所 1000 以上。 職員 27000 人 ( う ち、 研究者 1200 

0 人 ) 。 財源の 92% は、 政府からの補助金。 ) 

[ ドイツ ] 

1 . 行政府の体制 

0 連邦教育科学研究技術者 (BMBF) は、 9 4 午に連邦研究技術者と 連邦教育科学 

者が統合したもので、 教育と科学技術を 所管しており、 科学技術政策のコンセ 

ンサスを形成する 研究技術評議会 ( 首相、 各省大臣等で 構成 ) の事務局ともな 

っている。 このため、 BMRF は、 科学技術政策について 総合調整を行っている   

また、 BMBF は、 連邦政府の研究開発予算の 半分以上を占めている。 

2 . 国立研究所 

0 連邦政府直轄機関は、 基本的に各省庁の 行政上必、 要な試験研究を 実施するもの 

で、 約 6 0 機関があ る。 ( 例 ; 経済 省     材料試験研究所、 BMBF : 宇宙機構、 ヘル 

ゴーランド生物学研究所 ) 
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0 上記以外の研究機関は、 基本的に連邦政府から 独立しており、 資金支援、 監査 

等の観点から BMBF に関連したものは、 以下のように 区分できる。 

①大規模研究機関 (GFE) : 大規模な研究施設を 使った研究を 実施。 基本助成の 9 

0% が BMBF からの補助、 10% が州政府。 16 研究所 ( 西 :13 、 東 :3) 、 23000 人 ( 半 

数が 科学者及び技術者 ) を有す。 研究者は、 公 勤務職員 ( 給与・労働条件は 連 

邦公勤務職員労働協定に 従 う ) であ る。 

②マックス・プランク 科学協会 : 基礎科学主体の 研究を実施。 旧 西独に 6 6 研 

究所及び 3 関連施設を有し、 職員は 7000 人 ( う ち、 45000 人が科学者・ 技術者 ) 。 

基本助成として、 連邦政府と州が 50% ず つ 負担。 政府の指導を 受けず、 研究 責 

任者の自治により 運営。 研究者は、 公 勤務職員であ る。 

③フラウンホーファ 一応用研究協会 : 企業と連携して 応用技術を中心に 研究を 

実施。 全国に 36 研究所。 多くの研究所では 企業からの委託費が 70% 、 30% は 連 

邦 政府 (27%) 及び州政府 (3%) からの助成。 6000 人 (2000 人が研究員 ) 。 研究者は、 

公 勤務職員。 

④「ブルーリスト」研究所 : 独立研究機関であ るが政府の助成が 受けられる 研 

充所の呼称。 9 2 研究所が登録されている。 

[ ニュージー ランド ] 

Ⅰ・ 行政府の体制 

0 科学技術研究者 (MoRST) が、 科学技術政策における 優先事項や資金供給について 

閣議に助言を 行 う という主要な 役割を担っている。 ( ニュージー ランドの科学 

技術推進体制は、 政策立案、 資金供給及びモニタ 一助言部門とがそれぞれ 分離 

しており、 互いにチェック 出来るような 形になっている。 ) 

0 近年の行革において、 科学産業研究者が 廃止され、 その政策機能だけが 8 9 

午に新設された 科学技術研究者に 移管され、 研究機能の殆ど 全てが政府所有の 

企業へ移管された。 

2 . 国立研究所 

0 クラウン・リサーチ・インスティチュート (CRI) と呼ばれる政府所有の 企業 (1 

992 年国有企業化 ) があ り、 政府が出資する 研究開発の殆ど 全てを実施している。 

国有企業化により CRI は、 企業経理制度の 導入、 子会社設立が 可能となった (C 

RI は、 MoRST と大蔵 省の 1 0 0 % 所有企業であ り、 民間は出資していない ) 。 研 

究 者の身分は、 C R I の社員であ り、 公務員ではない。 
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道南 産 推古     科学 拉僻庁 

  エ 技院傘下研究所     [ 科学技術会計 ] *       理化学研究所         文部 宙 

例 ) 産業技術 % 台傾城研究所   計上研究所   機械技術研究 
      物質工学工夫技術研究所       1 5 研究所       大学     

      * 総理府にほする。 事務局は科       

    技 庁が行う ( 大学案件のみ 文郎     

    省 )     
商務 宙 (D ㏄ )       大統領府   国家標準技術院 (NIST: 8 国立研究所 

例 : 製造技術研究所 )           科学技術政策局 (OSTP)     
エネルギー 宙 (DOE)   国立再生エネルギー 研究所       [ 国家科学技術会議 

国立技術   瞭境 研究所       

                                          国家研究評註 会 (NRC) の下の研究所。     
M     情報技術研究所   先端製造技術研究所 )       産業大臣 

天然 女源宙   エネルギー研究所           科学研究開発担当           究所 国家研究 ( 例 : 宇宙物理研究所 評話会 (NRc) の下の研 等 )             
    閣覚大臣       大学     

Ⅱあ 産業 宙 (DT け     甘易 主菜 宙 (DTl) 

  研究協議会下の 研究所 @l     工学研究所 )   国立化学研究所             科学技術政策局 (OST)         研究協議会下の 研究所       教育 屋用宙 
    [ 科学技術評議会 (CST)J *     例 ) 中央研究所 

      大学院   が スト。 ク への発企配分     
    *CST は DTI-OST の下に屈する。     4 年生大学 

臣民教育   苗笘 教育   研究 竹柑 ENE 目 ) 
  国立情報科学   自助 叱 研究所 ( 共 )     
産 采         Ⅰ九 % Ⅰ半     [ 研究技術高等 蕃 詩会             ( 国立科学研究センター 例 : 核 原子物理研究所 (CNRS) )       
  国立電気通信研究センター   国立石油研究所     
( 共 ) は他省庁との 共管     托 SRT は   MENESR に屈する。                   大学     

連邦 教 百科学研究 拉 脩竹 
  大規模研究機関   フラウ 油うた 応用研究協会   フ " ん - リスト 4@9 充所         [ 研究技術評計会 (RFTI)] *         大規模研究機関 (GFE) 
連邦 経涛宙       マックスアラ ソク 科学協会㎝ PG)         
  連邦物理技術研究所   連邦材料試技研究所           大学へのプリ・ ，クト の予算配分     

        * 連邦吉相府に 百科学 省 がま 屈する。 務局 。 連邦 教       

科学 拉僻 研究 古 Ⅰ 球 ST) 

  クラウン・ @ サイ・ イ ンスティチⅡⅡ CRI) 下の研究所         度支研究開発研究所                                         クラル・ 川廿 ，ル好けⅡ ト (CRI) 下の       文部 宙 

    研究所     例療境 科学研究所     
      大学 寄 

産立   科学   観光宙 (DlST)   連邦科学産業研究機関 (CSIRO) 等     

一次産 乗叫 け・ -%   地質 謂 五機構         [ 首相科学工学諮問委員 (P 甘 SSEC)]* 会           連邦科学産業研究機関 (CSIRO)           少年間Ⅰ 牛 
    * 内閣府に屈する。 DIST が事務     
    

国立研究所の 位田づけ 
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